資料７－３

別紙１

職員の皆さんへのお知らせ
南会津教育事務所担当　
「給与所得者の扶養控除等（異動）申告書」の提出をお願いします。
○　「給与所得者の扶養控除等（異動）申告書」とは給与の支払を受ける人（給与所得者）が、その給与について配偶者控除や扶養控除、障害者控除などの控除を受けるために行う手続であり、その年の最初に給与の支払を受ける日の前日までに提出することとされています。
　［手続根拠］
所得税法第194条、所得税法施行令第316条の2、所得税法施行規則第73条、73条の2、所得税基本通達194～198共－3、地方税法第45条の3の2、第317条の3の2、地方税法施行規則第2条の3の2、第2条の3の3
○  平成２８年から次の２つの改正がありますので、御注意ください。
	 １　マイナンバー制度（社会保障・税番号制度）が始まります


	


○　平成２８年１月のマイナンバー（個人番号）の利用開始に伴い、「本人」、「控除対象配偶者」、「控除対象扶養親族」及び「16歳未満の扶養親族」に係る個人番号を記載する必要があります。
○　個人番号の提供を受ける際は、成りすましを防止するため、番号法第16条において厳格な本人確認（番号確認＋身元確認）が義務付けられていますので、御協力をお願いします。
○　次のいずれかの方法で本人確認を行いますので、確認書類を添付してください。

　 ①個人番号カードの写し（番号確認と身元確認）

　 ②通知カードの写し（番号確認）と運転免許証の写しなど（身元確認）

　 ③個人番号の記載された住民票の写しなど（番号確認）と運転免許証の写しなど（身元確認）

○　申告いただいた個人番号は、番号法（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律）等に基づく個人番号関係事務（源泉徴収票作成事務、法定調書作成事務、地方税に関する事務、雇用保険届出事務、健康保険・厚生年金保険届出事務、共済組合関係事務）のために必要に応じて利用します。
　※　職員にあっては、申告書に個人番号を記載することとなる配偶者や扶養親族に対して、上記の利用目的を明示するようお願いします。
	［Ｑ１］なぜ、マイナンバー（個人番号）を提供しなければならないのですか。その根拠はどこにありますか。

	［Ａ１］社会保障や税の決められた書類に個人番号を記載することは、法令で定められた義務になります。なお、番号法第14条第1項において、個人番号関係事務実施者（事業主、給与の支払者）は、本人等から個人番号の提供を求めることができることとされています。



	［Ｑ２］通知カードを紛失し、個人番号が分からないがどうすればいいですか。

	［Ａ２］平成28年1月以降、市区町村に申請すると「個人番号カード」の交付を受けることができます。この「個人番号カード」にも個人番号が記載されますので、確認することができます。さらに住民票の写しや住民票記載事項証明書を取得する際、希望すれば、個人番号が記載されたものが交付されるほか、通知カードの再交付を受けることもできますので、住民票のある市区町村にお問い合わせください。



	［Ｑ３］職員本人の番号確認書類（通知カードの写し等）を提出とありますが、扶養控除等申告書に個人番号を記載したほかに、なぜ確認書類が必要になるのですか。また、扶養親族の確認書類は提出する必要がないのですか。

	［Ａ３］個人番号の提供を受ける際は、成りすましを防止するため、番号法第16条において厳格な番号確認等が義務付けられておりますので、御協力をお願いします。
なお、扶養親族については、給与所得者本人（職員）が配偶者や扶養親族の番号確認等を行う（事業主や給与の支払者は行う必要がない）こととされておりますので、職員にあっては、扶養親族等の個人番号を確認し、間違いのないよう申告して下さい。



	 ２　国外居住親族に係る扶養控除等の適用について


	


○　平成２８年１月以後に支払を受けるべき給与等について、非居住者(※1)である親族に係る扶養控除等の適用を受けようとする場合には、「親族関係書類(※2)」等を給与の支払者に提出しなければならないこととなりました。
  (※1) 非居住者とは、国内に住所を有せず、かつ、現在まで引き続いて１年以上国内に居所を有しない個人をいいます。
  (※2) 親族関係書類とは、次の①又は②のいずれかの書類（日本語での翻訳文も必要です。）で、親族であることを証するものをいいます。
①　戸籍の附票の写しなど日本国又は地方公共団体が発行した書類及び非居住者である親族の旅券の写し

②　外国政府又は外国の地方公共団体が発行した書類（非居住者である親族の氏名、生年月日及び住所又は居所の記載があるものに限ります。）
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